6法務第6回

【産業財産権の権利侵害】

直接侵害：第三者が①として実施。

間接侵害：直接侵害に②・③、民法でいえば④

擬制侵害：直接侵害に必要な製造機の譲渡やキモの部品の譲渡等で侵害と⑤す行為

均等論とは技術的な「特許請求の範囲」に記載されている請求項＝構成要素のうち発明の⑥が同一であれば特許侵害と看做すというもの。

業としての譲渡・貸し出し・輸出はそのものが侵害であるが、そのために物品を所持する行為であれば、侵害？侵害でない？⑦　つまり、特許には⑧の請求が可能だから。

特許侵害者の故意・過失を証明することは困難であることから特許に関しては過失の⑨・損害額の⑨などで特許権者を救済する。

・特許侵害に対しての対応策はまず⑪⇒差止・予防請求⇒⑫・⑬・⑭各請求および⑮

· 実用新案侵害はまず⑯の提示による警告。これがないと逆告訴あり。⑰規定はない。

· 意匠権：秘密意匠の場合は、そもそも秘密なので相手は侵害を知らない。∴⑱の証明を受けた書面での警告ののちでないと⑲できない。⑳はない

過失推定がないということは２１

【著作権】大別すると２２（２３・２４）２５（２６・２７）

著作人格権３つ：２８

著作財産権：代表は２９

公衆放送権はＴＶで公衆放送する権利・伝達権はＴＶ受信機で伝達する権利

インターネットで公衆にアクセスできるようにデータをアップロードすることを３０権という。著作権者でない人間が勝手にアップロードしたら、３１．でもダウンロードは大丈夫。著作権法に３２が規定されていないから。

著作隣接権　権者は4種類：３３　実演家のみ３４が認められるが著作者と異なり３５はない。財産権の方は隣接権者すべてに認められ３６・３７がある。

著作権は３８と同時に発生する。（３９主義）。∴第三者に対抗するには４０が必要。

財産権の存続期間は創作から４１・但し映画は４２。人格権は４３のため、死んだら終了。

①業　②加担　③幇助　④共同不法行為　⑤看做す　⑥本質的構成要素　⑦侵害　⑧予防⑨推定　⑩推定　⑪　警告⑫損害賠償　⑬不当利得返還　⑭信用回復措置　⑮刑事告訴　⑯実用新案技術評価書　⑰過失推定　⑱特許庁長官　⑲差止請求　⑳過失推定　２１請求する側（権者）が侵害者の故意・過失を証明しなきゃいけない。２２著作者の権利著作権　２３著作者人格権　２４著作財産権　２５著作隣接権　２６実演家人格権　２７著作隣接権（財産権）２８公表権（公表するかどうか）・氏名表示権（本名じゃなくてペンネームを使いたい）・同一性保持権（森真一が勝手にせりふをいれたら作詞家が怒る）２９複製権

３０送信可能化権　３１権利侵害　３２受信権　３３実演家・レコード製作者・放送事業者・有線放送事業者　３４実演家人格権　３５公表権：公表するかを決めるのは実演家じゃない。３６許諾権　３７報酬請求権　３８創作　３９無方式　４０登録　４１著作者の死後50年まで　４２公表から70年　４３一身専属

【不正競争防止法】

周知表示混同惹起行為：広く認識（周知）されているものと類似の表示で①させる。周知性のあるネームバリューにただ乗りする行為

著名表示冒用行為：周知よりも強度の識別力をもつネームにただ乗りする。この場合には②を要件としない。要件としては③④⑤のどれかにひっかかればよい。

他の知的財産権は第三者対抗要件具備には⑥や⑦が必要だが、不正競争防止法は不要。その代わり、侵害の要件を⑧種類に限定列挙している。

民事上の対抗としては⑨⑩⑪等、他の知財と同様。過失推定は⑫　賠償額推定は⑬

【ＩＴと知財】

特許：プログラムあり。ビジネスモデル特許とは⑭を利用して具体的に実現したビジネス方法（モデル）に関する特許

著作権法：プログラムあり。但し著作物として該当しないものの例３つ：⑮

【Ｐ／Ｌ法】

製造物の⑯によって身体・財産に被害が生じた場合のメーカーの責任。⑰責任　

Ｐ／Ｌの本質は⑱の発生。ポットが壊れた＝×　それでやけどした＝○

製造・加工が対象なので基本的に⑲．無形の⑳は対象外。不動産は対象？対象外？２１

欠陥とは２２上の欠陥、２３上の欠陥、２４上の欠陥。

【国際取引】

Jurisdiction:２５

Governing Law　２６　Ａの原則で決定。決めてなければＢ

Arbitration　２７　主なメリット４つ２８　デメリット１つ　２９

①混同　②混同　③ただ乗りFree ride④希釈化 dilution本来希少価値をもつブランドの偽者が大量に出回り価値が下がる ⑤汚染化pollution　ブランドのバリューに傷がつく　⑥登記　⑦登録　⑧9　⑨差止請求　⑩損害賠償請求　⑪信用回復措置　⑫ない　⑬ある⑭ＩＴ⑮プログラム言語・プロトコル・アルゴリズム　⑯欠陥　⑰無過失　⑱拡大損害　　⑲動産　⑳サービス　２１対象外、民法の土地工作物責任ですでに無過失責任を規定済み。

２２設計　２３製造　２４指示・警告（まぜるな危険を書かなかった）２５国際裁判管轄合意　どこの裁判所を使うか、決めとこう！　２６どこの法律に準拠するか決めとこう！

Ａ当事者自治の原則（勝手に決めてよ）Ｂ　最密接関係地法　売主の住所もしくは不動産の所在地　２７仲裁　２８専門家の起用・迅速な判断・非公開（商売上の秘密を秘匿）・外国での執行が容易（ＮＹ条約加盟国）裁判だと日本の裁判で勝っても、強制執行するためには当該国の裁判所での執行判決必要　　２９上訴がない。

